
社会福祉法人福岡福祉会 天然温泉デイサービス夢つばき 

指定通所介護事業所及び介護予防型通所サービス事業所 

運   営   規   程 

 

第１条（事業の目的） 

   社会福祉法人福岡福祉会が実施する指定介護事業及び指定介護予防型通所サービス

（以下「指定通所介護」という。）事業の適正な運営を確保するために人員及び管理運

営に関する事項を定め、事業所の生活相談員、介護職員及び看護職員等の従業員（以

下「従業員」という。）が、利用者の社会的孤立感の解消及び心身機能の維持並びに利

用者の家族の身体的及び精神的負担の軽減を図るために、要介護又は要支援者に対し、

適切な指定通所介護を提供することを目的とする。 

第２条（運営の方針） 

   事業所の従業員は、利用者が要介護状態になった場合においても、可能な限りその

居宅において、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるように、

常に利用者の立場に立った日常生活上の世話及び機能訓練を行う。 

２ 事業の実施にあたっては、地域との結びつきを重視し、関係市町村保険者、居宅介

護支援事業者、他の居宅サービス事業者、その他の保健・医療・福祉サービスを提供

する者との密接な連携を図り、総合的なサービスの提供に努める。 

第３条（事業所の名称等） 

   事業を行う事業所の名称及び所在地は次のとおりとする。 

  ①名称  天然温泉デイサービス 夢つばき 

※呼称として 1 単位目と 3 単位目は「天然温泉デイサービス夢みやび」とする。 

  ②所在地 福岡市城南区大字東油山字黒の原４９９番地１６（特別養護老人ホーム油山福祉の里内） 

第４条（職員の職種、員数及び職務内容） 

   事業所に勤務する職員の職種、員数及び職務内容は次のとおりとする。 

（１単位目） 

 １ 管理者： １名（常勤兼務） 

              管理者は、事業所の従業者及び業務の管理を一元的に行うとともに、従

業者に事業に関する法令等の規定を順守させるため必要な指揮命令を行

う。 

 ２ 生活相談員：３名（常勤３名）（指定通所介護の介護職員と時間を別にして兼務） 

        生活相談員は、利用者の生活向上を図るため、利用者からの相談に応じ

るとともに、必要な助言、その他の援助などを行う。 



 ３ 看護職員：２名以上（非常勤２名以上）（指定通所介護の介護職員と兼務） 

              利用者の健康管理業務等を行う。 

 ４ 機能訓練指導員：２名以上（常勤２名以上） 

        利用者の日常生活を営むのに必要な機能の減退を防止するための訓練を

行う。 

５ 介護職員：１１名以上（常勤１１名以上）（３名は指定通所介護の生活相談員と時間を別にして兼務） 

        送迎、食事、入浴等のサービス提供に伴う介護の業務を行う。 

（２単位目） 

 １ 管理者： １名（常勤兼務） 

              管理者は、事業所の従業者及び業務の管理を一元的に行うとともに、従

業者に事業に関する法令等の規定を順守させるため必要な指揮命令を行

う。 

 ２ 生活相談員：２名（常勤２名）（指定通所介護の介護職員と時間を別にして兼務） 

        生活相談員は、利用者の生活向上を図るため、利用者からの相談に応じ

るとともに、必要な助言、その他の援助などを行う。 

 ３ 看護職員：２名以上（非常勤２名以上）（指定通所介護の介護職員と兼務） 

              利用者の健康管理業務等を行う。 

 ４ 機能訓練指導員：２名以上（常勤２名以上） 

        利用者の日常生活を営むのに必要な機能の減退を防止するための訓練を

行う。 

５ 介護職員：１６名以上（常勤１０名以上、非常勤６名以上） 

（２名は指定通所介護の生活相談員と時間を別にして兼務、２名は指定通所介護の看護職員と兼務） 

        送迎、食事、入浴等のサービス提供に伴う介護の業務を行う。 

（３単位目） 

 １ 管理者： １名（常勤兼務） 

              管理者は、事業所の従業者及び業務の管理を一元的に行うとともに、従

業者に事業に関する法令等の規定を順守させるため必要な指揮命令を行

う。 

 ２ 生活相談員：３名（常勤３名）（指定通所介護の介護職員と時間を別にして兼務） 

        生活相談員は、利用者の生活向上を図るため、利用者からの相談に応じ

るとともに、必要な助言、その他の援助などを行う。 

 ３ 看護職員：２名以上（非常勤２名以上）（指定通所介護の介護職員と兼務） 

              利用者の健康管理業務等を行う。 

 ４ 機能訓練指導員：２名以上（常勤２名以上） 

        利用者の日常生活を営むのに必要な機能の減退を防止するための訓練を

行う。 



５ 介護職員：１１名以上（常勤１１名以上）（３名は指定通所介護の生活相談員と時間を別にして兼務） 

        送迎、食事、入浴等のサービス提供に伴う介護の業務を行う。 

第５条（営業日及び営業時間） 

   事業所の営業日及び営業時間は、次のとおりとする。 

 １ 営業日：通常、日曜日より土曜日とする。祝祭日は営業とする。 

 ２ 営業時間：１単位目  ８：００～１７：００ 

２単位目  ９：００～１８：００ 

３単位目  ８：００～１７：００ 

※但し、特別な理由がある場合は、この限りではない。 

 ３ サービス提供時間：１単位目  ９：００～１２：１０ 

２単位目 １０：００～１７：１０ 

３単位目 １３：３０～１６：４０ 

第６条（利用定員） 

   本事業所の利用定員は、次のとおりとする。 

   １単位目 ６０名 

   ２単位目 ６１名 

   ３単位目 ６０名 

第７条（通常の事業の実施区域） 

   通常の事業の実施地域（送迎の実施地域）は、以下の地域とする。 

① 福岡市城南区全域 

②    南 区全域 

③    中央区全域 

④    早良区全域 

⑤    西 区全域 

⑥ 筑紫郡那珂川町全域 

尚、介護予防型通所サービスは①～⑤の区域とする。 

第８条（通所介護計画） 

  指定通所介護の提供を開始する際には、利用者の日常生活全般の状況及び希望を踏

まえて、提供するサービスの目標、当該目標を達成するための具体的なサービス及び

サービスの内容等を記載した通所介護計画を個別に作成する。 

２ 通所介護計画の作成にあたっては、既に居宅サービス計画が作成されている場合は、

当該居宅サービス計画の内容に沿って作成する。 

３ 通所介護計画の作成にあたっては、その内容について利用者又はその家族に対して

説明し、文書により利用者の同意を得る。 

４ 通所介護計画を作成した際には、当該通所介護計画を利用者に交付する。 

５ 通所介護計画の作成後、当該通所介護計画の実施状況の把握を行い、必要に応じて



当該通所介護計画の変更を行う。 

第９条（指定通所介護の内容） 

 事業所が行う指定通所介護の内容は次のとおりとする。 

１ 通所介護計画の作成 

２ 生活指導 

３ 機能訓練 

４ 介護サービス 

５ 健康状態の確認 

６ 送迎 

７ 給食サービス 

８ 入浴サービス 

９ 介護に関する相談援助 

第１０条（指定通所介護の利用料及びその他の費用の額） 

   指定通所介護を提供した場合の利用料等の額は、厚生労働大臣が定める基準による

ものとする。当該指定通所介護が法定代理受領サービスであるときは、介護保険負担

割合証に応じた額とする。 

  【厚生労働大臣が定める基準（＝介護報酬公示）は、事業所の見易い場所に掲示する】 

  （例：金額は１割負担の場合） 

 １ 通所介護 

【３時間以上４時間未満】 

   要介護１          ３４５単位      ３，６０５円 

   要介護２          ３９５単位      ４，１２７円 

   要介護３          ４４６単位      ４，６６０円 

   要介護４          ４９５単位      ５，１７２円 

   要介護５          ５４９単位      ５，７３７円 

【７時間以上８時間未満】 

   要介護１          ６０７単位      ６，３４３円 

   要介護２          ７１６単位      ７，４８２円 

   要介護３          ８３０単位      ８，６７３円 

   要介護４          ９４６単位      ９，８８５円 

   要介護５        １，０５９単位     １１，０６６円 

個別機能訓練加算（Ⅰ）ロ   ７６単位        ７９４円 

入浴介助加算（Ⅰ）      ４０単位        ４１８円 

介護職員処遇改善加算（Ⅱ）  所定単位数×９.０％ 

 

 



 ２ 介護予防型通所サービス 

１月につき  要支援１   １，７９８単位     １８，７８９円 

要支援２   ３，６２１単位     ３７，８３９円 

     生活機能向上グループ活動加算  １００単位     １，０４５円 

介護職員処遇改善加算（Ⅱ）  所定単位数×９.０％ 

 ３ 事業所は、前項の支払いを受けるほか、次の各号に掲げる費用の額の支払いを利用

者から受けることができるものとする。 

① 利用者の選定により通常の事業の実施地域以外の地域に居住する利用者に対して

行う送迎に要する費用。 

② 指定通所介護に通常要する時間を越える指定通所介護であって、利用者の選定に係

るものの提供に伴い必要となる費用の範囲において、通常の指定通所介護費用基準

額又は居宅サービス費用基準額を越える費用。 

③ 食 費  昼食７００円（２単位目のみ）、夕食７３０円 

利用者が弁当を持参した場合、食費の請求はしないものとする。但し、持参した弁

当の品質保持について事業所は責任を負わないものとする。 

④ レクリエーション等活動費において、利用者の希望によりレクリエーション・クラ

ブ活動を行う場合、その内容によっては、利用者が実費相当額を負担する。 

⑤ タオル貸出費 バスタオル３０円／枚、フェイスタオル１５円／枚 

利用者がタオルを持参した場合、タオル貸出費の請求はしないものとする。 

⑥ 前各号に掲げるもののほか、指定通所介護の提供において提供される便宜のうち、

日常生活においても通常必要となるものに係る費用。 

施設運営費 １単位目：２００円、３単位目：１００円 

⑦ キャンセルがあった場合については、次の額を徴収する。 

 前営業日の１７時までに連絡がない場合：５００円 

 ４ 前条の通常の事業実施地域を越えて行う指定通所介護に要した交通費は、その実費

を徴収する。尚、自動車を使用した場合の交通費は、次の額を徴収するものとする。 

① 事業実施地域から、片道おおむね５㎞未満      ８００円 

② 事業実施地域から、片道おおむね５㎞以上    １，２００円 

 ５ 前項までの費用の支払いを受ける場合には、利用者又はその家族に対して事前に文

書で説明をした上で、支払いに同意する旨の文書に署名（記名押印）を受けることと

する。 

第１１条（サービス利用に当たっての留意事項） 

   利用者は、指定通所介護の提供を受ける際に、次の事項について注意するものとす

る。 

① 入浴サービスを利用する際に、事前の体調チェックを行うものとし、本人の意思に

関わらず入浴の延期をする場合があることを了承するものとする。又、入浴中に体



調不良と万が一なった場合は、速やかに従業者にその旨を伝えることとする。 

② 機能訓練を受ける際は、必ず従業者にその旨を伝え、指示を仰ぐこと。特にリハビ

リテーション用の器具の利用の際には、必ず注意事項があるので、説明を受けるこ

と。 

③ 送迎サービスを利用する際には、従業者が送迎に向かうまでは自宅から出ずにいる

ようにすること。送迎に向かう以前の外出に起因する事故に関しては、事業所で責

任を負わないものとする。又、送迎中の車内では、同乗者に迷惑のかからぬよう言

動に注意すること。 

④ 利用者は、指定通所介護の利用時間において煙草等火気の使用を行ってはならない。 

⑤ 利用者は、事業者に求められた場合は、健康診断書等必要な情報を出来る限り詳し

く提供しなければならない。 

⑥ 利用者は、伝染病疾患（特に皮膚病等）を有せず、共同作業等に適応できるもので

あること。 

⑦ その他の詳細な事項については、利用申込みの際に利用者及びその家族と打ち合わ

せた上で、同意する旨の文書に署名（記名押印）を受けるものとする。 

第１２条（緊急時および事故発生時における対応方法） 

   従業者は、指定通所介護の実施中に利用者の病状の急変および事故発生時、その他

緊急事態が生じたときは、速やかに主治医に連絡する等の措置を講ずるとともに、管

理者に報告しなければならない。 

第１３条（非常災害対策） 

   管理者は、火災・地震・風水害等の非常災害に備えて、消火・避難・救出等に関す

る計画を定め、定期的に訓練の実施等万全の対策を講ずるとともに、利用者が防災に

心掛けるように指導しなければならない。 

第１４条（消防計画） 

   管理者は、法人の職員の中から消防法に定める防火管理者を選任し、消防計画を作

成した上で、消防計画に沿って非常災害に備え、避難訓練等を実施しなければならな

い。 

第１５条（苦情対応） 

   管理者は、苦情対応のための窓口を常時設置して、発生した苦情に対しては円滑及

び迅速に苦情処理を行うものとする。 

 ２ 苦情が出ないようなサービスの提供のために、普段から朝礼等で従業者の意識の高

揚と職場の環境作りに努める。 

第１６条（その他運営に関しての重要事項） 

   指定通所介護事業所は、介護職員等の質的向上を図るために研修の機会を次の通り

設けるものとし、又は、業務態勢を整備する。 

  ①採用時研修     採用後     ２ヶ月以内 



  ②継続研修       年      ２回 

 ２ 従業者は、業務上知り得た利用者及びその家族の秘密を漏洩してはならない。 

 ３ 従業者であった者が、業務上知り得た利用者及びその家族の秘密を保持させるため

に、従業者でなくなった後においてもこれらの秘密を保持するべき旨を、従業者は誓

約し、雇用契約の内容とする。 

 ４ この規程に定める事項以外の運営に関する重要事項は、法人と事業所の管理者との

協議に基づいて定めるものとする。 

 

 

 

附 則  

 

この規程は、令和 ５年 １２月 １日から施行する。(改正) 

この規程は、令和 ７年 ８月 １日から施行する。(改正) 


